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議会だより

10/1　総合防災訓練（常葉町）
火災、 救出、 避難訓練など、 災害が起こった時を想定した
様々な訓練が行われました。

議会だより

消火器訓練 （常葉小）

消火訓練 （消防団） 救助訓練 （消防署）

避難訓練 （常葉中）

救出訓練 （防災ヘリ）

現地災害対策本部設置訓練

ドローン操縦訓練 （消防団）
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○決算特別委員会の設置

平成２８年度決算を認定！！

一般会計歳入内訳 平成２８年度決算額 構成比
地方交付税 ９８億４，４２０万円 ３５．６９％
国庫支出金 ５２億８，９８１万円 １９．１８％
市税 ３７億１，２５２万円 １３．４６％
県支出金 ３０億４，１３４万円 １１．０３％
市債 １９億１，２６０万円 ６．９３％
繰越金 ９億６，６６１万円 ３．５０％
繰入金 ７億６，８０５万円 ２．７９％
諸収入 ３億９，３１２万円 １．４３％
使用料及び手数料 ２億９，５２０万円 １．０７％
分担金及び負担金 ２億２，８５３万円 ０．８３％
財産収入 １億５，１７９万円 ０．５５％
寄附金 ３，４３８万円 ０．１２％
その他 ９億４，２０４万円 ３．４２％

合　　計 ２７５億８，０１９万円 １００．００％

市にはこんなお金が入ってきました。

委員長
副委員長
委員

橋本　紀一
遠藤　雄一
白石　勝彦　安瀬　信一　渡邉　照雄　土屋　省一
吉田　文夫　大橋　幹一　白石　恒次　遠藤　正德
石井　忠治　木村　高雄　半谷　理孝　照山　成信
箭内　仁一　長谷川元行　宗像　公一　菊地　武司

　平成２８年度田村市の各会計決算を審査するにあ
たり、各議員がすべての決算について審査するため
のもので、原案のとおり可決しました。

（委員は右表のとおり）

　平成２８年度田村市一般会計、各特別会計歳入歳出の決算認定、水道事業会計剰余金の処
分及び決算認定の議案が提出され、原案のとおり認定及び可決しました。田村市議会の決
算審査の方法は、特別委員会に付託し審査を行っています。

（詳細は下表、３ページ、4 ページ及び５ページのとおり）

※委員は、議長、議会選出の監査委員を除く１８
　名です。

○平成２８年度各特別会計歳入歳出決算及び水道事業会計決算
会計名称 歳入決算額 歳出決算額

特　
　
別

会
　
計

国民健康保険 ５１億５，４２３万円 ５０億２，２１３万円
介護保険 ４０億３，３８９万円 ３８億５，９２５万円
後期高齢者医療 ３億５，１１５万円 ３億５，０５９万円
滝根町観光事業 ７億５，３０５万円 ７億１，６５７万円
農業集落排水事業 ２，５８５万円 ２，５８５万円
公共下水道事業 １０億５，６６０万円 １０億５，６６０万円
授産場事業 ５，８７５万円 ５，８７５万円
診療所事業 ４億３，９９７万円 ４億３，９９７万円

計 １１８億７，３４９万円 １１５億１，９７１万円
水道事業会計

区　　分 収入決算額 支出決算額
収益的（税抜き） ７億１，６２０万円 ６億８，３２２万円
資本的（税込み） ２億７，３２９万円 ５億１，５２７万円
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次
の
ペ
ー
ジ
は
、「
28
年
度
決
算
の
概
要
」
で
す
。

★一般会計過去５年間の決算額の推移★

※市民一人当たりの金額は、歳出総額を住民基本台帳人口で割ったものです。

平成２４年度

歳入 歳出

歳入歳入

歳入

歳入

歳出歳出

歳出

歳出

平成２８年度平成２７年度平成２６年度平成２５年度

255 億
3,028 万円

257 億
8,724 万円

273 億
3,385 万円

389 億
5,294 万円

416 億
3,023 万円

320 億
2,886 万円

337 億
7,631 万円

241 億
6,774 万円

262 億
591 万円

275 億
8,019 万円

☆市民一人あたり☆

約 59 万 7,812 円

◎住民基本台帳人口
　　　　　４０，４２７人

（平成 25 年 3 月 31 日現在）

※平成２５年度及び平成２６年度の決算額が増
　となった主な要因は、東日本大震災と東京電
　力福島第１原子力発電事故に伴う除染事業な
　どによるものです。

☆市民一人あたり☆

約 80 万 4,624 円

◎住民基本台帳人口
　　　　　３９，８０６人

（平成 26 年 3 月 31 日現在）

☆市民一人あたり☆

約 99 万 1,043 円

◎住民基本台帳人口
　　　　　３９，３０５人

（平成 27 年 3 月 31 日現在）

☆市民一人あたり☆

約 66 万 6,578 円

◎住民基本台帳人口
　　　　　３８，６８６人

（平成 28 年 3 月 31 日現在）

☆市民一人あたり☆

約 68 万 7,927 円

◎住民基本台帳人口
　　　　　３８，０９４人

（平成 29 年 3 月 31 日現在）

※５年前と比較して住民基本台帳人口が２，３３３人減少する一方で、市民一人当たりの金額は、約９０，１１５円
　増となっています。（平成２５年度及び平成２６年度を除く）

除染作業

４００億円

３００億円

２００億円

１００億円

平成２８年度一般会計
歳出 （市で使ったお金）

２６２億５９１万円

市税
37 億 1,252 万円

（13.46％）

国庫支出金
52 億 8,981 万円

（19.18％）

県支出金
30 億 4,134 万円

（11.03％）

地方交付税
98 億 4,420 万円

（35.69％）

平成２８年度一般会計
歳入 （市に入ったお金）
２７５億８，０１９万円

その他 （使用料等）
11 億 302 万円

（4.00％）

繰入金
7 億 6,805 万円

（2.79％）

繰越金
9 億 6,661 万円

（3.50％）

その他
9 億 4,204 万円

（3.42％）

市債
19 億 1,260 万円

（6.93％）

民生費
51 億 1,189 万円

（19.51％）

教育費
31 億 8,908 万円

（12.17％）

農林水産業費
13 億 6,342 万円

（5.20％）

総務費
23 億 7,726 万円

（9.07％）

土木費
24 億 4,369 万円

（9.32％）

衛生費
24 億 5,483 万円

（9.37％） 公債費
30 億 489 万円

（11.47％）

諸支出金
30 億 7,441 万円

（11.73％）

消防費
12 億 6,180 万円

（4.81％）商工費
13 億 4,336 万円

（5.13％）

労働費
2,261 万円
（0.09％）

議会費
2 億 1,135 万円

（0.80％）

災害復旧費
3 億 4,732 万円

（1.33％）

★一般会計項目別決算額の割合★

自主財源
65 億 5,020 万円

（23.75％）

依存財源
210 億 2,999 万円

（76.25％）
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☆市民一人あたり☆

≪約６８万７，９２７円≫

一般会計歳出２６２億５９１万円は、このように
使われました。

◎住民基本台帳人口
　３８，０９４人

（対前年　５９２人減少）
（※平成２９年３月３１日現在）

※○の数字は、支出の多かった費目順に並んでいます。

①民生費　　　　５１億１，１８９万円
　☆市民一人当たり　１３万４，１９１円
　・子ども、高齢者福祉などに

②教育費　　　 ３１億８，９０８万円
　☆市民一人当たり　　８万３，７１６円
　・学校教育や文化振興などに

⑤衛生費　　　 ２４億５，４８３万円
　☆市民一人当たり　　５万８，３２１円
　・健康づくり、除染対策などに

⑨商工費　    　 １３億４，３３６万円
　☆市民一人当たり　　  ３万５，２６４円
　・産業や観光振興などに

③諸支出金　　３０億７，４４１万円
　☆市民一人当たり　　８万１, ７０６円

⑧農林水産業費１３億６，３４２万円
　☆市民一人当たり　　  ３万５，７９１円
　・農林業の振興などに

⑫議会費　　       ２億１，１３５万円
　☆市民一人当たり　　　     ５，５４８円
　・議員報酬、議会運営などに

⑪災害復旧費　　 ３億４，７３２万円
　☆市民一人当たり　           ９，１１７円

⑩消防費　　　 　１２億６，１８０万円
　☆市民一人当たり　　  ３万３，１２４円
　・消防、防災などに

⑥土木費　　　　 ２４億４，３６９万円
　☆市民一人当たり　　  ６万４，１４９円
　・道路、河川、公園整備などに

④公債費　　　　　 ３０億４８９万円
　☆市民一人当たり　　７万８，８８１円
　・借金返済などに

⑬労働費　　　　        ２，２６１万円
　☆市民一人当たり　　　　　　５９４円

⑦総務費　　　 　２３億７，７２６万円
　☆市民一人当たり　     6 万２，４０５円
　・職員人件費、各種計画策定などに

保育所運営

小学校運営

健康づくり教室

市道整備

あぶくま洞まつり
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次
の
ペ
ー
ジ
は
、「
９
月
定
例
会
の
概
要
」と「
議
会
基
本
条
例
の
概
要
」で
す
。

決算特別委員会における審査 橋本　紀一　委員長　

　エゴマ高付加価値化事業の成果と取り組み内容は。

　高付加価値化ということで、エゴマを高級な瓶に入れ
たり、エゴマだけでなく市をもっと知ってもらうため
に、プロモーションビデオ等を作成したり、有楽町駅前
でのイベント開催など、市の認知度向上に努めてきまし
た。平成２９年度については、東京などからの移住者等
の受け皿づくりを実施し、エゴマ生産組合と協力して儲
かる農業へ向けた取り組みを始めながら、昨年同様有楽
町駅前でのイベントなどを計画しております。

一般会計歳入歳出決算
問
答（協働まちづくり課）

決算特別委員会審査状況

　決算特別委員会には、平成２８年度各会計歳入歳出決算認定１０件が付託され、原案のとおり認定すべきものと
決定されました。主な審査内容については、次のとおりです。

問 問

答
答
　学校給食賄材料のうち地元産の割合は。 　復興関連の農業費補助金はいつまで続き、ほ場

のカリウム対策はまだ必要か。（学校教育課）
（農林課）

　再生加速化交付金については、平成３２年度まで予
定されております。また、ほ場のカリウム抑制対策と
して試験を実施し、２５ベクレルを超えた場合には、
再度もう１年実施しなければならないことになってお
り、昨年度２５ベクレルを超えたものがあったため、
平成２９年、３０年と実施されます。

　米飯については本市産１００％、野菜については１１
品目で８．８％です。

◎数字で見る市の財政健全度◎

☆余力 （財政力指数）

（前年度比０．００３ポイント上昇）
地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額÷
基準財政需要額の３カ年平均値を用います。財政力指数
が高いほど自主財源の割合が高く、財政力が強い団体と
いえます。

☆自立力 （自主財源比率）

（前年度比１．３ポイント減少）
地方税、使用料 ･ 手数料など、地方公共団体が自主的に
収入することができる財源の比率で、行政活動の自主性
と安定性の尺度といえ、この割合が高いことが望ましい
とされます。

☆借金 （公債費負担比率）

（前年度比０．９ポイント上昇）
公債費（市債の元金の返済や利子の支払いなど）が一般
財源に占める割合で、この数値が高くなると他の事業に
充てる財源を圧迫することになります。

☆弾力 （経常収支比率）

（前年度比５．２ポイント上昇）
経常経費を経常一般財源の総額で割ったもので、数値が
低いほど普通建設事業などに充当できる財源があり、地
方公共団体の財政構造が弾力性に富んでいるといえま
す。

☆実質公債費比率　

（前年度比０．３ポイント上昇）
一般会計が負担する公債費とこれに準ずる額の大きさを
数値にしたものです。

（早期健全化基準（※１）は２５％、
　　　　　　　　財政再生基準（※２）は３５％です）

☆将来負担比率　

（前年度比０．８ポイント減少）
一般会計が将来負担すべき実質的な負債を指標化したも
のです。（早期健全化基準は３５０％です）

☆実質赤字比率　

一般会計の赤字の程度を指標化したものです。
（早期健全化基準は 13.98％、財政再生基準は 20％です）

☆連結実質赤字比率　

すべての会計の赤字・黒字を合算して、地方公共団体と
しての赤字の程度を指標化したものです。

（早期健全化基準は 18.98％、財政再生基準は 20％です）

☆資金不足比率　

公営企業会計の資金不足額の事業規模に占める割合を示
したもので、数値が低いほど健全とされます。

※各項目の数値 (　  内 ) は、平成 28 年度
　決算ベースです。

0.327

(黒字のため基準値未満)

不足なし

29.1％

6.6％

90.6％

18.0％

23.7％

(黒字のため基準値未満)

※１　「早期健全化判断基準」を超えた場合は、「財政健全化計画」を定めなければなりません。
※ 2　「財政再生基準」を超えた場合は、「財政再生計画」を定めなければなりません。
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9月定例会概要

○平成２９年度補正予算

補正額（補正後予算総額） 補正の主な理由

７億３，７３８万７千円増
（２９８億３，２１０万円）

歳入　地方交付税、国庫支出金、
　　　繰越金等の増額
　　　繰入金、市債の減額
歳出　民生費、衛生費、
　　　農林水産業費、土木費、
　　　教育費等の増額

○一般会計補正予算 ○各特別会計補正予算
会計名称 補正額 補正後予算総額

特

別

会

計

国民健康保険 １，４１６万５千円増 ４８億７，７３１万０千円
介護保険 １億６，１７４万５千円増 ４３億４，８９４万５千円
後期高齢者医療 ９００万７千円増 ３億７，０８９万３千円
滝根町観光事業 ３，７４２万３千円増 ７億８，８１６万３千円
農業集落排水事業 ２４万４千円増 ２，７１４万４千円
公共下水道事業 ５４万１千円増 １０億８，２５４万１千円
授産場事業 ２２８万６千円増 ６，４２８万６千円
診療所事業 ９４０万０千円増 ２億４，２４０万０千円

水道事業 ２，００３万８千円増 １３億２，６８４万７千円

平成２９年度一般会計、各特別会計の補正予算が提出され、原案のとおり可決しまし
た。予算額については、下表のとおりです。

※意見が分かれた議案等について掲載しました。
９月定例会賛否一覧表

議案等名

会派名

議
決
結
果

賛
成： 反

対

市民 net たむら 政友会 たむら
志政会

市　民
クラブ

新政
たむら
未来

無
会
派

無
会
派

無
会
派

議員名

大
　
橋
　
幹
　
一

安
　
瀬
　
信
　
一

遠
　
藤
　
雄
　
一

渡
　
邉
　
照
　
雄

箭
　
内
　
仁
　
一

菊
　
地
　
武
　
司

猪
　
瀬
　
　
　
明

半
　
谷
　
理
　
孝

宗
　
像
　
公
　
一

白
　
石
　
恒
　
次

照
　
山
　
成
　
信

大
和
田
　
　
　
博

土
　
屋
　
省
　
一

橋
　
本
　
紀
　
一

長
谷
川
　
元
　
行

石
　
井
　
忠
　
治

吉
　
田
　
文
　
夫

木
　
村
　
高
　
雄

遠
　
藤
　
正
　
德

白
　
石
　
勝
　
彦

議案第５９号
　平成２９年度一般会計補正予算（第２号）

原案
可決 18： 1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議

長
は
採
決
に
加
わ
ら
な
い

○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○

認定第１号
　平成２８年度一般会計歳入歳出決算

原案
認定 18： 1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○

陳情第４号
　全国森林環境税の創設に関する意見書採
択に関する陳情

採択 17 : 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○

陳情第６号
　大越町全域に説明を求める陳情書 採択 10 : 8 退

席 ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ● ○

○：賛成　●：反対

　９月定例会で審議された「「全国森林環境税の創設に関する
意見書採択」に関する陳情」及び、「地方財政の充実・強化を
求める意見書提出の陳情」が、本会議において、それぞれ採択
されたことに伴い、議員発議により、内閣総理大臣ほか関係す
る各大臣等に対しての意見書提出議案が提出され、全会一致で
原案のとおり可決されました。

○議員発議による意見書の提出

本会議審議状況

　平成２９年９月定例会は９月４日から９月２２日までの１９日間にわたって開かれました。
　本田市長より条例の一部改正、平成２９年度各会計補正予算、平成２８年度各会計決算認定などの議案が提出され、
すべて原案のとおり可決しました。また、議員発議による議会基本条例の制定及び意見書提出の議案などが提出され、
いずれも原案のとおり可決されました。
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次
の
ペ
ー
ジ
は
、「
９
月
定
例
会
の
概
要
」
と
「
代
表
質
問
」
で
す
。

議員発議により《議会基本条例》を制定！！
【平成２９年１０月１日施行】

・議会及び議員の活動原則

　議会、議員の基本的な活動原則や市民及び市長との関係などを定めるとともに、開か
れた議会や議会の活性化を図るための基本的姿勢を明示し、議会の最高規範としてこの
条例を制定しました。

●制定の目的

●条例の主な内容

・自由討議の推進

・議会と行政の関係

・市民と議会の関係

・議会運営

　議会の活動原則として、公正性、透明性などを重視するとともに、市民の多様な意見を集約し、反映す
る議会運営を目指すこと。また、議決責任を深く認識し、市民に対し積極的な情報公開に努め、説明責任
を果たすことなどを定めています。
　議員の活動原則として、市政の課題全般について、市民の意見を的確に把握するとともに、自己の能力
を高める不断の研さんによって、市民の代表としてふさわしい活動をすることなどを定めています。

☆議会基本条例ページアドレス☆
 http://www.city.tamura.lg.jp/site/gikai/kihonjoreikoubo.html

今回制定いたしました『議会基本条例』の詳しい内容は、田村市議会ホー
ムページに掲載しておりますので、ご覧ください。　

　議会は、議員平等の原則による民主的な運営を基本とし、加えて効率的な運営を行うとともに、市民に
わかりやすい言葉や表現の方法を用いた議会運営に努めることなどを定めています。

議会は、
　①市民に対し積極的にその有する情報を発信し説明責任を十分果たすこと。
　②市民の専門的又は政策的識見等を議会の討議に反映させること。
　③市民との意見交換の場を設け、意見の把握と反映に努めるとともに議員の政策立案能力の強化など
　　を図ること。
　④市民に対し、議会で行われた議案等の審議内容について報告するための議会報告会を開催すること。
などを定めています。

　本会議における議員と市長等との質疑応答は、広く市政上の論点や争点を明確にするとともに、議長か
ら本会議などへの出席を要請された市長等は、議長などの許可を得て、論点を明確にするため、議員の
質問に対して反問できることなどを定めています。

　議長は、議会が言論の府であることを十分認識し、議員相互間の自由討議を中心に運営するとともに、
議案の審議にあたり結論を出す場合には、議員相互間の議論を尽くして合意形成に努めること。
　また、議会は、市政に関する重要な政策及び課題に対して、議会としての共通認識の醸成を図り、合
意形成を図るため、政策討論会を開催することなどを定めています。

○議員発議による議会基本条例の制定
　９月定例会最終日に、議員発議により議会基本条例制定案が提出され、全会一致で可決されました。
　この条例を制定するにあたっては、、議会改革特別委員会において、延べ１２回の委員会を開催し、
議論を重ねてきました。また、本年５月にパブリックコメントを募集しました。今後、本条例の施行
により、議会の活性化を図り、議会の最高規範として運用していきます。主な内容は下記のとおりです。
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定例会で審議された議案
区分 番　号 件　　　　　名 議決結果

発議

６号 全国森林環境税の創設に関する意見書（提出者　大橋　幹一　議員） 原案可決
７号 地方財政の充実・強化を求める意見書（提出者　半谷　理孝　議員） 原案可決
８号 議会基本条例の制定（提出者　遠藤　正德　議員） 原案可決
９号 議会政務活動費の交付に関する条例の一部改正（提出者　遠藤　正德　議員） 原案可決

１０号 議会政務活動費の交付に関する条例施行規則の一部改正（提出者　遠藤　正德　議員） 原案可決

議案

５４号 税特別措置条例の一部改正

す
べ
て
原
案
の
と
お
り
可
決

５５号 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正
５６号 子どものための教育・保育給付の支給認定に関する条例の一部改正
５７号 保育所条例の一部改正
５８号 滝根コミュニティセンター条例の一部改正
５９号 平成２９年度一般会計補正予算（第２号）
６０号 平成２９年度国民健康保険特別会計補正予算（第２号）
６１号 平成２９年度介護保険特別会計補正予算（第１号）
６２号 平成２９年度後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）
６３号 平成２９年度滝根町観光事業特別会計補正予算（第２号）
６４号 平成２９年度農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）
６５号 平成２９年度公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）
６６号 平成２９年度授産場特別会計補正予算（第１号）
６７号 平成２９年度診療所事業特別会計補正予算（第１号）
６８号 平成２９年度水道事業会計補正予算（第１号）
６９号 財産の無償貸付
７０号 学校設置条例の一部改正
７１号 教職員住宅設置管理条例の一部改正
７２号 平成２９年度一般会計補正予算（第３号）

認定

１号 平成２８年度一般会計歳入歳出決算
２号 平成２８年度国民健康保険特別会計歳入歳出決算
３号 平成２８年度介護保険特別会計歳入歳出決算
４号 平成２８年度後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算
５号 平成２８年度滝根町観光事業特別会計歳入歳出決算
６号 平成２８年度農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算
７号 平成２８年度公共下水道事業特別会計歳入歳出決算
８号 平成２８年度授産場事業特別会計歳入歳出決算
９号 平成２８年度診療所事業特別会計歳入歳出決算

１０号 平成２８年度水道事業会計剰余金の処分及び決算

旧石森小学校

　総務省の情報技術利活用事業補助金を活用し、都市部にある企業のサテライ
トオフィスやテレワークセンターを、未利用財産である旧石森小学校へ誘致
し、地元の雇用創出、都市部からの移動従業員の定住化をはかることを目的と
し、地方自治法第９６条第１項の規定に基づき、議会の議決を求めるものであ
り、原案のとおり可決しました。詳細は下表のとおりです。

○財産の無償貸付について

す
べ
て
原
案
の
と
お
り

　
　
　
　
　
認
定
及
び
可
決
　

　９月定例会において、請願 1 件、陳情４件が審議されました。
◎◎ 請願 ・ 陳情審査結果 ◎◎

○「全国森林環境税の創設に関する意見書採択」に関する陳情について【採択】
　　陳情者　　全国森林環境税創設促進議員連盟　会長　板垣　一徳

陳　情

○地方財政の充実 ･ 強化を求める意見書提出の陳情について【採択】
　　陳情者　　日本労働組合総連合会福島県連合会田村地区連合会　議長　白岩　進一郎　　

請　願 ○ため池除染に関する請願書【不採択】
　　請願者　　田村市福幸めざす会　代表　松本　悦子　（紹介議員　遠藤　雄一　議員）

無償貸付する財産 船引町石森字舘１０８番地（旧石森小学校）

貸付の相手方 東京都渋谷区恵比寿南１丁目５番５号
　㈱ＪＲ東日本企画　代表取締役社長　原口　孝

貸付期間 平成２９年１０月１日～平成３２年９月３０日（３年間）
※地方自治法第９６条第１項とは・・・　
　地方公共団体の議会は、第１号～第１５号までに掲げる事件を議決しなければならないとあり、
そのうち、第６号において、「条例で定める場合を除くほか、財産を交換し、出資の目的とし、若
しくは支払手段として使用し、又は適正な対価なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付けること。」
とあり、今回の議案はこの条文を適用しています。

○大越町全域に説明を求める陳情書【採択】
　　陳情者　　住民説明会の実施を求める有志一同　代表　久住　秀司　
○環境影響評価の実施を求める陳情書【採択】
　　陳情者　　住民説明会の実施を求める有志一同　代表　久住　秀司　
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次
の
ペ
ー
ジ
は
、「
代
表
質
問
」
と
「
一
般
質
問
」
で
す
。

市長の描く教育ビ
ジョンは。

地域社会に貢献できる人
材育成を目指します。

①「地域が育て、地域で育つ教育」を基本とし、一
人ひとりの個性を伸ばし生きる力を育み、生涯にわ
たる学習を通して潤いと活力のある生活を築き、地
域社会に貢献できる人材の育成を目指します。
②多文化理解のため、市教育振興推進プログラムの
中で、小中学校への英語指導助手の配置、小学校英
語活動集中プログラムの実施、ブリティッシュヒル
ズへの中学生夏季英語研修、アメリカへの中学生海
外派遣研修事業など異文化に触れる機会を設け、グ
ローバル化に向けた体系的な施策を進めています。

①市長が将来に向け描く教育ビジョンは。
②グローバル化に対応できる人材を育成するための
教育施策は。

答

問

（市長）

その他
・行政局・出張所の再編方針について
・市職員の働き方改革の取組みについて
質問を行いました。

①広瀬字八幡平地内から中谷内地内までの区間にお
ける４か所の急カーブ局部改良と大越中前、本線歩
道のガードパイプの設置替えを早期に実施するよう
県に要望しております。
②県では県道常葉芦沢線の改良計画と併せて、本箇
所の解消を図るための交差点改良計画を作成中で
す。
③歩行者の安全確保に向けた歩道橋架設の可能性に
ついて管理者である県と協議を進めております。

①県道船引大越小野線から県道吉間田滝根線への乗
り入れ部付近の改良及び大越中学校前の歩行者の安
全対策は。
②国道３４９号船引町永谷地内のＳ字カーブ解消
は。
③市道川代鳥足線の川代橋歩道橋架設は。

答

問

（建設部長）

①組織活動や社会福祉機能の充実を図るため、課題
や情報の共有を密に行い必要な支援に努め、社会福
祉法人としての自主財源と人材の確保を図り、健全
な法人運営ができるよう支援を行います。また、事
務所移転については、大越保健センターへの移転に
ついて了承が得られたことから修繕費用などを補正
予算に計上しました。
②地域包括支援センター業務をはじめ、生活困窮者
自立促進支援業務、障害者の基幹相談支援センター
業務、常葉老人福祉センター指定管理業務などで
す。

①組織・体制について、機能の充実強化を検討すべ
きではないか。また、事務所の移転計画の進捗状況
及び今後の指導・助言は。
②市が委託している事業はどのようなものがある
か。

答

問

（保健福祉部長）

市
民
net
た
む
ら

大
橋　

幹
一　

議
員

代表 ・ 一般質問

※代表質問や一般質問の方の欄にＱＲコードが掲載されています。スマートフォンなどで読み取っ
ていただきますと、ユーチューブの録画映像にアクセスできますのでご活用ください。

３名の方が代表質問、１２名の方が一般質問しました。

　市政全般について質問することが代表質問、様々な課
題等について詳細に質問することが一般質問です。議員
は政策提言も含めて質問することができ、内容は自由で
す。ここでは、全質問項目（下表）を議員ごとに掲載し
ておりますので、ご覧ください。

教育
代表 市長の描く市の教育ビジョンについて 大橋　幹一議員 P9
一般 教育支援について 渡邉　照雄議員 P12

一般 学校給食センターの運用実態と課題に
ついて 石井　忠治議員 P15

一般 小学校複式学級運営について 照山　成信議員 P16

保健福祉
代表 社会福祉協議会について 大橋　幹一議員 P9
一般 二次救急医療の充実について 白石　勝彦議員 P12
一般 次期介護保険計画について 宗像　公一議員 P15
一般 障害者権利条約と市の福祉施策について 照山　成信議員 P16

産業・観光
代表 産業団地の木質バイオマス発電事業の

現況について 白石　恒次議員 P10

一般 バイオマス発電について 木村　高雄議員 P11
一般 木質バイオマス発電所の設置について 白石　勝彦議員 P12
一般 市内観光整備事業について 渡邉　照雄議員 P12
一般 商工会への補助金 2 割カットについて 半谷　理孝議員 P13
一般 農業問題について 安瀬　信一議員 P14

一般 産業振興施策の現状と課題並びに計画
について 土屋　省一議員 P14

一般 農林業の振興について 石井　忠治議員 P15
一般 大越町のバイオマス発電について 橋本　紀一議員 P16

安心・安全
代表 市内主要幹線道路における安全対策工

事について 大橋　幹一議員 P9

代表 水道事業について 長谷川元行議員 P10
一般 アスベスト対策について 木村　高雄議員 P11
一般 ＬＥＤ街路灯・防犯灯の推進について 渡邉　照雄議員 P12
一般 上下水道の整備について 遠藤　雄一議員 P13
一般 火災予防の取り組みについて 安瀬　信一議員 P14
一般 県道整備について 宗像　公一議員 P15

まちづくり
一般 地域づくりと人材育成について 吉田　文夫議員 P11
一般 婚活支援の充実について 遠藤　雄一議員 P13

一般 各行政局管内の中心市街地活性化の取り
組みについて 照山　成信議員 P16

市長の描く市の教育ビジョンについて

市社会福祉協議会について

市内主要幹線道路における安全対策工事につ
いて

市政全般
代表 市長の政務への取り組みと姿勢について 白石　恒次議員 P10
代表 男女共同参画について 長谷川元行議員 P10
代表 複合施設建設について 長谷川元行議員 P10

一般 住民税特別徴収通知書へのマイナンバー
記載について 木村　高雄議員 P11

一般 福島イノベーション・コースト構想につ
いて 吉田　文夫議員 P11

一般 阿武隈風力発電事業について 吉田　文夫議員 P11

一般 市資産アセットマネジメント及び複合施
設について 白石　勝彦議員 P12

一般 田村市大改革について 半谷　理孝議員 P13
一般 指名業者のモラルについて 半谷　理孝議員 P13
一般 ふるさと納税について 安瀬　信一議員 P14

一般 公共施設等総合管理計画並びに策定状況
について 土屋　省一議員 P14

一般 平成 28 年度一般会計決算結果と適正な
財政運営について 石井　忠治議員 P15

一般 市の財政について 宗像　公一議員 P15



議会だより／第５１号 10

水道料金の見直し
は。
安定的な収入確保を高める
ため、見直しを図っていき
ます。

①市民の皆様には、行政区や後援会などどなたで
も、いつでも、ご意見・ご要望があればお出でくだ
さいとお伝えしており、要望は後援会を通すように
といった事実はありません。
②市としては、関係法令に基づき厳正に入札を執行
しており、落札の条件として党籍の有無に左右され
ることはありません。
③関係法令に則り入札を執行しているため、市が主
導して落札者を決定している事実はありません。な
お、これまでの入札に際して、業者の経営事項審査
などの点数に基づくランク付けにより、特定の地
域、特定のランクに位置付けられた業者が有利とな
る、談合を生じやすい仕組みであったことから、特
定地域、特定業者の優遇措置を廃止し、業者の組み
合わせも入札案件ごとに変えるよう指示したところ
であります。

①行政区などの要望と後援会の関わりは。
②自民党籍の有無が落札の条件とは。
③談合対策は。

答

問

（市長）

市としての談合対
策は。

関係法令に基づき厳正に
入札を執行しています。

①今回の事業見直しは、（株）田村バイオマスエナ
ジーより、燃料チップと供給体制に状況変化が生じ
たことから、事業の一部見直しの申し出があり、市
としても慎重に対応してまいりました。９月１日の
周辺住民説明会においても、環境や騒音に対する不
安の言葉を頂戴しましたが、建設的な提案などもい
ただいております。それら一つ一つを精査し、可能
な限り対応するとの事業者の回答もありましたの
で、一層の丁寧な説明を行うよう、市としても強く
要請したところであります。住友大阪セメントが撤
退した後の大越町の復興や跡地利用を、地元地域や
議会がどのように考えるのか、大所・高所からの判
断をお願いするものであります。

①事業計画の一部見直しが、市民・議会の了承がな
いまま進んでいるが、市長の考えは。

答

問

（市長）

①水道料金は平成２７年４月から口径別単価の市内
統一料金を設定しています。しかし、給水人口の減
少や節水機器の普及により給水収益は伸び悩む一
方、設備の老朽化による修繕費は増加しており、経
営環境はますます厳しくなっています。今後の消費
税増税を視野に、安定的な収入確保と独立採算制を
高めるため、費用の抑制に努めながら適正な水道料
金の見直しを図ってまいります。

①水道料金の見直しは。
答
問

（市長）

その他
・たばこ試験場跡地利用について
質問を行いました。

①男女共同参画の推進については、男女の人権の尊
重、社会における制度・慣行についての配慮など、
４つの重点目標を掲げ、市民と行政が協働し、その
実現に向け取り組んでいます。条例につきましては
次期計画策定にあわせ制定作業を進めてまいりま
す。

①男女共同参画条例の策定は。
答
問

（保健福祉部長）

①平成２７年度に策定した「生涯学習等複合施設整
備基本構想」による基本コンセプトや方針に基づ
き、コスト削減を図りながら質の高いサービス提供
を目指します。保健センターは集約せず、文化・学
習活動や交流の場となる複合施設として、公民館、
図書館、文化センターを集約します。現在、施設の
整備・運営手法などの検討を行うためにコンサル
ティング会社と「アドバイザリー業務委託契約」を
締結しており、その結果を踏まえ平成３２年度中の
完成を目指します。

①生涯学習等複合施設建設計画の進捗状況は。
答
問

（副市長）

木
村　

高
雄　

議
員

（
日
本
共
産
党
）

市
民
ク
ラ
ブ

長
谷
川　

元
行　

議
員

た
む
ら
志
政
会

白
石　

恒
次　

議
員

男女共同参画について 産業団地の木質バイオマス発電事業の現況につ
いて

複合施設建設について

市長の政務への取り組みと姿勢について水道事業について

産業団地工事現場

水道工事現場
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次
の
ペ
ー
ジ
は
、「
一
般
質
問
」
で
す
。

木
村　

高
雄　

議
員

（
日
本
共
産
党
）

吉
田　

文
夫　

議
員

風力発電事業におけ
る地元企業の参画は。

地域貢献策の一環として
幅広く呼びかけます。

①特別徴収義務者と市との間で、正確な情報を共有
することにより、公平・公正な課税と事務の効率化
を目的として、地方税法に則り行うものでありま
す。なお、特別徴収義務者には、法律によりマイナ
ンバーの漏えい、滅失、毀損の防止、その他適切な
管理のために必要な措置を講じるといった、厳正な
安全管理措置が求められておりますので、必要な安
全管理措置を講じるよう引き続き周知徹底してまい
ります。

①番号漏えいの危険や従業員のプライバシーとの関
係から、番号不記載にするべきではないか。

答

問

（市民部長）

公共施設のアスベ
スト対策は。

すべて除去などにより処
理は終わっています。

①市内公共施設で使用が確認された公共施設は１６ 
施設あり、その際、全て除去または封じ込めなどに
より一切の処理を終えております。
②環境省が実施する「アスベスト健康試行調査」は、
調査対象地域外であり、市内の公共施設で過去に露
出して使用されていたアスベストは、既に全て処理
済みであり、市民が日常生活においてアスベストに
さらされることはないことから、実施する予定はあ
りません。

①市内の公共施設で、アスベストを過去に使用して
いた施設の数と対処については。
②「アスベスト健康試行調査」を、市として対象者
に実施するべきではないか。

答

問

（総務部長）

①事業内容の変更は、本年４月２７日に事業者から
説明があり、発電所敷地内への燃料チップ工場の建
設に関しては、県中地区バイオマス燃料供給協議会
での協議がまとまらなかったことを踏まえ、事業者
の親会社が工場建設を計画したものです。また、燃
料チップに樹皮を加えることは、森林の放射線量の
低下に伴い、原料である原木を安全かつ有効に活用
するためであります。
②計画の見直しに至る経緯の確認、その妥当性、さ
らには騒音、粉塵、排煙、焼却灰などの処理、特に
放射性物質への対策を重点的に確認し、事業者であ
る（株）田村バイオマスエナジーとの度重なる打合
せにおいて、説明を求めるとともに、県からも複数
回に及ぶ技術指導を受け、その安全性について確認
作業を行ったところであります
③地域の方々からのご意見やご質問に対し、丁寧な
対応を行い、事業内容と安全性を理解していただけ
るよう努めるとともに、事業者である（株）田村バ
イオマスエナジーと協議を進めた上で、対応を決定
してまいります。

①事業者から、いつ、どのような理由でバークを使
用するなどの計画の変更があったのか。
②計画の変更に対する市の対応は。
③大越町民に対する説明会は。

答

問

（市長）

①本構想を具現化していくためには、地元企業の技
術や協力が、必要不可欠であることから、地元企業
参入の円滑化に向けた制度づくりや誘致を行うな
ど、積極的に参画を促していくと伺っています。
②合併前の都路村を含む国道３９９号沿線の町村が
協力し、少子高齢化、過疎化による地域活力の低下
など、共通課題に対応するため、平成１５年度に発
足した協議会であり、本構想の枠組みの中には、位
置づけられていませんが、震災からの心の復旧・復
興と域内の一体感を醸成する取り組みを実施するな
ど、今後も交流人口拡大に向け、連携した活動を行っ
てまいります。

①地元企業の参画は。
②あぶくまロマンチック街道構想推進協議会の広域
連携に対する市の見解は。

答

問

（副市長）

その他
・行政改革大綱について
質問を行いました。

①地域貢献策の一環として、地元企業の参入を幅広
く呼びかけるとともに、地元雇用についても、発電
所の管理、メンテナンス担当として、適性のある方
を雇用する意向であると伺っています。
②現時点で関係自治体による５市町村連絡会が設置
されていますが、地域における必要性を判断し、新
たな協議会設置について検討すると伺っています。

①地元企業の参画と地元雇用は。
②地元協議会の設置は。

答

問

（総務部長）

①地域づくりと人材育成の重要性は、これに携わる
人々の共通認識であり、昨年に引き続き福島復興産
業人材育成塾を開講したほか、職員が自ら住んでい
る地域の活性化に資するため、それぞれの地域で地
域づくりの協議会を立ち上げ、地域における課題を
掘り起こし、やがては地域住民主体となって、特色
ある活動に移行していければと期待しております。
②専門性を活かした課題解決能力の向上を図るた
め、短期の異動は避け、業務の継続性・専門性の向
上に配慮しました。
③現在の再任用職員は３０名であり、これまで職員
が培ってきた多様な専門的知識や経験を活用できる
環境を整え、意欲のある人材の最大限の活用という
観点から、今後も適切に運用してまいります。

①地域づくりは人材育成と思うが、市の方針は。
②本年３月の人事異動の基本的な考えは。
③再任用職員は。

答

問

（市長）

阿武隈風力発電事業について

福島イノベーション・コースト構想について

地域づくりと人材育成について

住民税特別徴収通知書へのマイナンバー記載
について

アスベスト対策について

バイオマス発電について



議会だより／第５１号 12

桧山高原の今後の
観光開発は。

周辺の環境整備と積極的
なＰＲに努めます。

①バイオマス発電事業は、地元雇用の増加や市内の
森林資源の活用拡大に繋がるなど、地域の発展に大
きな貢献が期待できる事業と考えておりますが、放
射能や騒音などに対する不安が高まる可能性もあ
り、非常にデリケートな内容であるとの認識から、
これまで以上に厳しい姿勢で確認を進め、慎重に対
応してまいりました。今後、市では出資者の立場か
らも、事業が適切に運営されるよう、しっかりと注
視し、市民生活の平穏と安全確保を第一に、市民と
同じ目線で対処してまいります。

①最初の誘致企業が、地域住民に安全・安心を与え
られるまで、説明責任を果たすことに対しての市長
の考えは。

答

問

（産業部長）

社会福祉協議会の
大越への移転は。
了承が得られたことから、
大越保健センターへの移転
に向け検討します。

①大越保健センターへの事務所移転について、社会
福祉協議会の了承が得られたことから、同センター
の修繕に要する補正予算を提出しており、工事の完
了時期を調整のうえ、具体的な移転日程を社会福祉
協議会で検討しております。また、医療機関の設置
については、市内外の勤務医、開業医に対し、同町
での診療所等の開設について打診していますが、現
在のところ具体化の見通しは立っておりません。引
き続き開設に向けてなお一層の取り組みを続けてま
いります。

①社会福祉協議会の大越への移転及び診療所等の医
療機関設置に関する具体的な進捗状況は。

答

問

（保健福祉部長）

①官民連携手法の導入を前提として、募集選定手続
きや契約締結支援の「アドバイザリー業務委託契
約」を締結し、「要求水準書」の作成を進めています。
今後は、民間事業者の公募と選定を行い、受託事業
者が市の示すコンセプトである「楽しく学び、交流
が広がる、憩いとまちづくりの場」の実現に向け、
施設の設計・施工、運営を進めます。

①複合施設に織込む「基本コンセプト」の構想実現
に向けた協議の具体的な進捗状況は。

答

問

（市長）

①魅力ある観光地として観光ルートに加えることが
必要であり、地域の方の身近な観光地として、敷地
内の環境整備を実施してまいります。さらに、小学
校等の野外研修の場としての検討についても、「学
びの場」として選定いただけるよう、環境整備と合
わせて積極的なＰＲに努めます。また、現在、大平
池周辺の遊歩道にウッドチップを敷く工事を進めて
いるほか、風車までの舗装について、着手する予定
です。

①風光明媚な桧山高原の今後の観光開発は。また、
道路未舗装箇所の今後の計画は。

答

問

（市長）

①不登校につきましては、７月時点で、小学生１名、
中学生１１名の計１２名であります。また、いじめ
については、小学校で４件、中学校で６件の認知・
報告がありました。
②現在、スクール・カウンセラーを８名、スクール・
ソーシャルワーカーを２名、心の教室相談員を５名
配置しております。
③現在、県から他市町村と兼務となるスクール・
ソーシャルワーカーが２名配置されておりますが、
今後、専門職としての役割を期待される機能を果た
し、効果的な支援が行えるよう、田村市専任の配置
を求め、相談支援環境の充実に努めます。

①現時点の不登校・いじめの実態は。
②スクール・カウンセラー、スクール・ソーシャル
ワーカー、心の教室相談員は何名いるのか。
③重要な役割を担っているスクール・ソーシャル
ワーカーを、今後どのように考えているのか。

答

問

（教育長職務代理者）

①市内の街路灯・防犯灯の全てをＬＥＤ化した場
合、電気代は年間１，２１０万円、二酸化炭素排出
量は年間４４０ｔ削減できると試算しております。
②白熱灯や蛍光灯などの製造や輸入制限まで、３年
と迫る中、街路灯・防犯灯の全ＬＥＤ化は喫緊の課
題であり、早期に実施していく考えであります。

①ＬＥＤ化にした場合の、電気代の軽減額及び二酸
化炭素排出量の削減量は。
②市は２０年問題にどのように取り組むのか。

答

問

（副市長）

白
石　

勝
彦　

議
員

遠
藤　

雄
一　

議
員

渡
邉　

照
雄　

議
員

（
公
明
党
）

市資産アセットマネジメント及び複合施設につ
いて

ＬＥＤ街路灯・防犯灯の推進について

二次救急医療の充実について

教育支援について

木質バイオマス発電所の設置について市内観光整備事業について

大越保健センター

桧山高原 （大平池周辺）

その他
・障がい者支援と人材確保について
質問を行いました。
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次
の
ペ
ー
ジ
は
、「
一
般
質
問
」
で
す
。

大越町の医師確保
の見通しは。
市内外の医師に対し、大越
町での開業を打診中です。

①施設面では、機械・電気・計装設備の機能維持の
ため、計画的な改修・修繕を行い、施設の長寿命化
と投下資金の平準化を図ります。また、官民連携に
よる包括委託などを検討し、費用の削減を図りま
す。経営面においては、一般会計補助金に依存して
いる現状にあることから、水道料金の見直しにより
経営基盤の強化を図り、建設改良費の財源を企業債
に依存していることから、起債上限額を設定し、財
政の健全化を図ってまいります。今後も厳しい経営
環境を十分認識し、基本理念である「安全で快適な
水の安定供給」を実現するため、「安全」、「強靭」、「持
続」の基本目標に留意しながら、水道事業計画を推
進します。
②計画的な整備に努めてまいりますが、人口の減少
により、計画区域の末端で整備が進まない地区や、
住宅の散在する地区では、当初の計画で予測した排
水量が見込めないため、区域の縮小も検討します。
一方、大越町の産業団地の造成や、国道２８８号船
引バイパス整備に伴い沿線の開発が予想される地
区、また、市街地近郊で新たに住宅街が形成される
見込みのある、船引字堰田地区や入山地区は計画区
域へ追加するなど、社会情勢や周辺環境の変化に対
応した計画の見直しを適時行います。

①水道事業ビジョンに対する考えは。
②下水道事業計画に対する考えは。

答

問

（市長）

水道事業ビジョン
に対する考えは。

基本目標に留意しながら
計画を推進します。

①市民の結婚・妊娠・出産・子育ての「切れ目ない
支援」の一環として、「結婚世話やき人」制度を創
設し、結婚に関するお世話やアドバイスを行う「世
話やき人」の募集・登録を開始しました。今後は、
世話やき人養成講座や情報交換会を定期的に開催す
るとともに、市内企業と連携するなど、体制を整え
ます。
②婚活イベントを実施する民間団体への経費の助成
や、市内企業の独身男女を対象として、結婚に対す
る価値観、恋愛から子育てまでのライフプランの形
成をサポートするセミナーを継続実施するととも
に、「少子化対策重点推進交付金」を活用した、市
主催による婚活イベントや婚活セミナーの実施も予
定しています。

①支援の体制について。
②支援の具体策について。

答

問

（総務部長）

①本年５月から公共施設内を禁煙としていますが、
引き続き受動喫煙防止対策に取り組みながら、市民
の健康被害の減少に努めます。また、制服支給につ
いては、市民による職員の認識度の向上、業務にお
ける即応性、機能性の重視といった観点から、現在、
選定を進めております。
②市内外の勤務医・開業医に対し、大越町での開業
を打診中です。今後も医師の確保について一層の取
組みを進めてまいります。
③現在着手している５６路線のうち、７路線につい
て、必要性・緊急性などを検討するため、保留とし
ております。また、新規として６月補正により１路
線の工事に着手しております。
④更新時期を概ね２０年を目安としていましたが、
走行距離が少なく車体の状態も良好であることか
ら、可能な限り活用すべきと考え、部品調達とあわ
せ総合的な検討を指示したため、例年より発注が遅
れました。
⑤市が収集運搬を許可している事業者は、協業組
合たむら環境センターを構成する４事業者を含め、
１３事業者となっており、現在は必要な車両や人員
などの経費を十二分に精査した上で随意契約してお
ります。これらの事業者で入札に付したとしても、
確実かつ継続的に実施できる保障はないと考えてお
り、入札に付すことは適当ではないと考えます。

①公共施設内全面禁煙及び職員への制服支給は。
②大越町の医師確保の見通しは。
③道路改良予算が停止された路線は。また、新規着
工路線は。
④消防車両の発注が遅れた理由は。
⑤廃棄物収集運搬業務の選定を入札にすべきでは。

答

問

（市長）

その他
・パークゴルフ場建設について
・山林除染について
質問を行いました。

①商工会の決算状況を調査した結果、人件費への充
当が見受けられたこと、事業の余剰金が多大となっ
ていることが確認され、補助金を減額したものであ
り、内容について商工会連携協議会を通して各商工
会へ説明し、了承いただいたところです。

①理由、根拠、経過及び今後の対応について。
答
問

（産業部長）

①少しでも入札妨害の疑いがある場合は、入札の執
行を中止し、事実関係を確認したうえで執行の可否
を判断します。また、妨害を疑うに足りる事実が確
認された場合は、市の要綱に基づき公正取引委員会
へ通報します。

①入札妨害等市民の利益が害される事案が確認され
た場合の対応は。

答

問

（総務部長）

遠
藤　

雄
一　

議
員

半
谷　

理
孝　

議
員

指名業者のモラルについて

婚活支援の充実について

商工会への補助金２割カットについて

田村市大改革について 上下水道の整備について

結婚世話やき人募集説明会
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小中学校の統廃合
計画は。
保護者などの意見を踏まえ
ながら丁寧に進めます。

①本年度受納したふるさとたむら応援寄附金は、
８月末現在４６４万９, ０００円であり、過去３
年 の 寄 附 金 額 は、 平 成 ２ ６ 年 度 が ３ ８ ５ 万 円、
２７年度が５３５万７, ０００円、２８年度が１,
９１３万７，８００円です。
②寄附金額から返礼品などの経費を差引いた使途可
能金額の昨年度実績は１, ５７９万１, １８４円で
す。使途については、子育て支援施策の充実、自然
観光の保全と継承、地域の活力増進などの希望する
施策の中から選択できるようになっており、寄附者
の意向に沿って使わせていただいております。

①寄附金の今期総額と過去３年の推移は。
②寄附総額のうち実質使途可能金額と使用実績は。

答

問

（総務部長）

ふるさと応援寄附
金の今期総額は。

８月末現在で４６４万
９，０００円です。

①儲かる農業につなげるためには、収益力の高い農
産物等の普及奨励と、他地域との差別化・付加価値
化を図り、産地としてのブランド力を高める必要が
あるため、儲かる農業につながるビジネスモデルを
志す生産者を掘り起こし育成を図ります。また、儲
かれば必然的にやりがいも生まれることから、慢性
的な後継者不足の解消にもつながるものと考えてお
ります。
②本年度からビールに使用するホップの実証栽培を
実施しており、地元のホップを使用したクラフト
ビールの製造、販売を計画するなど、新たな市の特
産品として期待しております。

①儲かる農業へ向けた農政課題と今後の方向性は。
②畑作物の誘導作物等、市の特産物づくりは。

答

問

（市長）

①これらに対する補助はありませんが、火災から生
命・財産を守るために有効ですので、引き続き普及・
拡大に努めます。
②アパートや新築住宅の増加に伴い、住宅地が拡大
してきているので、必要と認められる箇所について
は、地域や消防団と協議のうえ、設置を検討します。

①住宅用火災警報器、消火器、薬剤詰替えの補助は。
②防火用水確保支援は。

答

問

（市民部長）

①創業支援事業は、商工観光課内に相談窓口を設
け、市内の商工会などとの連携により、創業希望者
の課題に応じるため、ターゲット市場の見つけ方、
ビジネスモデルの構築の方法、資金調達の方法など
の指導を行い、創業の実現に向けた支援を行ってお
ります。平成２８年度実績では、創業支援の相談者
は２７名で、実際に創業された方は１０名でした。
②市からの補助金は、主に商工祭などの商店街活
性化イベントなどの経費に充てることを前提とし
ており、調査の結果、人件費への充当や余剰金が
多大となっていることが確認されたため、総額で
４０３万７，０００円を減額したところです。減額
した補助金については、商工会が行う地域総合振興
事業費に不足が生じる場合や追加の取り組みがあっ
た場合の財源として留保しています。

①創業支援体制の内容と実態は。
②商工会補助金を減額した理由と総額及び使途は。

答

問

（産業部長）

その他
・地域経済分析システムの利活用について
質問を行いました。

①小中学校では一定の集団規模の確保が望ましく、
過度に小規模化すると教育条件に影響を及ぼすこと
が懸念されるため、子ども達の将来を第一に、学校
規模の適正化、統合に係る検討が必要であると認識
しています。しかしながら、学校は地域コミュニティ
の核としての役割も有していることから、保護者や
地域の方々のご意見を伺いながら、丁寧に進めてま
いります。
②現在、教育関係者との面談を進めるとともに、関
係方面に対し、候補者の推薦を依頼しています。教
育長不在による教育行政への影響を最小限にとどめ
るため、可能な限り速やかに任命しなければならな
いと認識しているので、今しばらくの猶予を賜りた
いと考えております。

①市内小中学校統廃合計画は。
②教育長の任命は

答

問

（市長）

安
瀬　

信
一　

議
員

土
屋　

省
一　

議
員

石
井　

忠
治　

議
員

火災予防の取り組みについて

農業問題について

公共施設等総合管理計画並びに策定状況につい
て

ふるさと納税について産業振興施策の現状と課題並びに計画について

平成３０年４月に船引中学校へ統合される移中学校

防火用水
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次
の
ペ
ー
ジ
は
、「
一
般
質
問
」
と
「
常
任
委
員
会
活
動
報
告
」
で
す
。

介護施設を増やす
計画は。

入所待機者の状況を勘案
しながら検討します。

①平成２８年度決算に基づく健全化指標について、
実質公債費比率及び将来負担比率は、早期健全化
基準の目安を下回っていますが、財政力指数が０．
３３であり、歳入の多くを地方交付税に依存してい
ることなどが課題となっております。歳出では、社
会保障費の伸びが大きいため、各種単独事業の圧縮
は避けられない状況であります。
②本年３月末の基金残高は、５０億７９６万円と
なっており、弾力的な財政運営を行う上で、重要な
基金です。今後の使途としては、普通交付税減額後
の予算規模を想定したうえで、公共施設の老朽化対
策、市道や突発的な災害などの対応のため、３０億
円程度を確保しながら、有効に活用していきます。

①平成２８年度一般会計決算書に見る適正な財政運
営の検証と課題は。
②財政調整基金の保有額と充当の基本的考え方及び
今後の使途計画は。

答

問

（市長）

その他
・市社会福祉協議会の実態と果たす役割について
質問を行いました。

平成２８年度決算
の検証は。
社会保障費の伸びが大きく
単独事業の圧縮が避けられ
ません。

①平成２８年度のイノシシによる被害は、水稲、バ
レイショなど約２３．５ヘクタール、約６７５万円、
ハクビシンによる被害は、大豆、トウモロコシなど
約３．８ヘクタール、約１５５万円でした。引き続
き、鳥獣被害対策実施隊への支援を継続するととも
に、電気柵資材購入にかかる経費に対する補助など
を行ってまいります。
②バイオマス発電操業により、地元市民優先に３０
名超の雇用や林業の活性化などが期待されます。

①有害獣による被害実態と防止対策に係る財政支援
の充実は。
②木質バイオマス発電に伴う森林資源利活用等によ
る経済効果は。

答

問

（産業部長）

①米は１００％、野菜は平成２８年度は、ナスやきゅ
うりなど１１品目に及びました。課題は、野菜の通
年確保が難しく、また、ピーマンやトマトなどは、
最盛期と夏休み期間が重なってしまうなど、給食で
の利用が伸び悩む状況にあります。今後、ジャガイ
モ、玉ねぎなど地産地消の拡大を図ります。
②食材の品温測定や目視確認の徹底と、調理業務に
当たる委託業者に対する手洗いの徹底及び毎朝の健
康チェックを実施しています。給食代替策は、缶詰
や調理パン、近隣業者から弁当を提供いただくこと
になっています。

①地産地消運動に連動した取り組みの実態と課題及
び将来の方向性は。
②食中毒の防止に向けた取り組みと発生時の給食代
替策は。

答

問

（教育長職務代理者）

①県では、上移字橋本地内の改良計画に着手してお
り、地権者の同意が得られたことから、現在、用地
測量と建物補償調査を実施しております。
②国有林及び阿武隈高原中部県立自然公園内を通る
路線であり、改良計画の手続きに時間を要すると考
えられることから、当面の対策として現道敷内での
局部改良を含め、引き続き県に要望していきます。
③県では、平成２８年度から維持工事の一環とし
て、落蓋型側溝への敷設替えにより、路肩拡幅に着
手しており、引き続き事業の継続と歩道設置への進
捗が図られるよう要望しまいります。

①上移常葉線、移中学校付近の整備は。
②あぶくま洞都路線、大越早稲川地区の整備は。
③常葉芦沢線、常葉町七日市場地内の歩道設置は。

答

問

（建設部長）

その他
・移中学校について及び広域消防について
・国道２８８号バイパスについて
・中山間直接支払・多面的機能について
・常葉地区の施設及び常葉の伝統維持、継承について
質問を行いました。

①新たな参入計画などの聞き取りを行うとともに、
入所待機者の状況などを勘案しながら、施設増設の
必要性について検討しております。
②認知症についての理解を深めるためのサポーター
養成講座、専門職による認知症初期集中支援チーム
を結成することによる専門医療機関との連携など、
高齢者本人と家族への支援を継続してまいります。
③実際に３カ月や６カ月の利用をされている方もい
ることから、該当される方がいれば、市から案内し
ていきたいと考えています。

①施設を増やす計画は。
②認知症対策を総合的に進める対策は。
③ロングショートステイの認定に関する検討は。

答

問

（保健福祉部長）

①普通交付税の一本算定に伴い、歳入減となること
から今後の予算規模は、震災前の２００億円程度で
推移すると見込んでいます。
②普通交付税は、一本算定に移行した場合、当初
２２億円程度の減額になると試算しておりました
が、合併による合理化困難な経費について算定方法
の見直しが行われたことから、現時点においては
１３億円程度の減額になると見込んでいます。
③弾力的な財政運営を行うため、増大する福祉関連
経費や老朽化した道路や橋梁などインフラ更新経費
など、引き続き安定した積立額を維持しながら運用
してまいります。

①今後の予算規模の見通しは。
②今後の交付税の見通しは。
③基金の活用法は。

答

問

（市長）

石
井　

忠
治　

議
員

宗
像　

公
一　

議
員

学校給食センターの運用実態と課題について

市の財政ついて

農林業の振興について

次期介護保険計画について

平成２８年度一般会計決算結果と適正な財政運
営について県道整備について
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小学校複式学級運
営の弊害は。
きめ細やかな指導時間の確
保がしづらいことなどで
す。

①昨年７月に締結した「企業立地に関する基本協
定」は、発電所建設及び操業が円滑に推進できるよ
う、相互の協力関係を定めたものです。
②燃料チップの供給体制の変更とチップ工場建設、
森林の放射線量低下に伴う樹皮を含む燃料チップの
変更の２点が協定時からの変化で、４月２７日に

（株）田村バイオマスエナジーから説明がありまし
た。
③燃料チップ供給体制の変更については、県中地区
バイオマス燃料供給協議会での意見調整がまとまら
なかったとのことで、止むを得ないものと考えてお
ります。また、環境に影響がなければ樹皮も利用し
たいとすることは、順当な考えであると思います。
申入れに対する私の考えですが、想定される環境へ
の影響に対して、当初計画にもまして万全の措置で
あると認められ、作業工程への影響を抑えるため、
親会社が燃料チップ工場建設を決断したことや、生
活環境影響調査等の自主的な取組みの申し出もある
など、事業者の姿勢は相応に評価してよいと考えて
おります。
④大越町全域への説明については、８月２２日の大
越地域行政区長連合会、９月１日の周辺住民への説
明会を開催したところでありますが、地域の方のご
意見やご質問に対し、丁寧な対応を行い、事業内
容の安全性を理解いただけるよう努めるとともに、

（株）田村バイオマスエナジーと協議の上で対応を
決めてまいります。
⑤すでに９月１日に説明会を開催しており、出席い
ただいた皆様からは、不安の声や建設的な提案など
もいただいておりますので、今後も安全性や事業に
ご理解いただけるよう努めてまいります。また、今
回の事業計画見直しに当たって、その手続き上、市
に同意や許認可等の権限はありません。
⑥環境影響評価については、（株）田村バイオマス
エナジーが自主的に行うこととしており、しかるべ
き時期に公表されます。

①（株）タケエイとの基本協定とは。
②基本協定時と現在での状況変化と、（株）タケエ
イの申入れとの関係は。
③状況変化に対する見解及び（株）タケエイの申入
れに対する市長の考えは。
④大越町全域への全体像の説明は。
⑤（株）タケエイの申入れを了解してから説明会を
開催するのか、または、説明会の結果で判断するの
か。
⑥環境影響評価を実施すべきでは。

答

問

（市長）

㈱タケエイとの基本
協定の内容は。

発電所建設及び操業が円滑
に推進できるよう相互の協
力関係を定めたものです。

①平成２３年の障害者基本法の改正を皮切りに、翌
年には障害者総合支援法と２５年の障害者差別解消
法の成立とともに、障害者雇用促進法の改正と順次
国内法の整備を進めたのち、平成２６年の「障害者
権利条約」の締結に至っており、条約を締結したこ
とにより、障害者の権利の実現に向けた取組みが一
層強化され、人権尊重についての国際協力が一層推
進されるものと理解しております。
②似通った設置目的でありながら、合併後も料金な
どの統一がなされていなかった施設について、「田
村市老人福祉施設等利用料平準化検討委員会」での
検討を経て利用料金等の統一を図ったものです。

①障害者権利条約が発効した経緯の理解と国内法に
ついては。
②船引総合福祉センターの利用条件変更の理由は。

答

問

（保健福祉部長）

その他
・市の耕作放棄地対策と農業再生復興及び山林
対策について
質問を行いました。

①経営者の高齢化と後継者不足、長引く震災の影響
などにより、多くの商業者が休・廃業を余儀なくさ
れておりますことから、市民が身近に買い物ができ
るまちづくりが必要であると認識し、人口分布や交
通環境の変化を踏まえ、市民をはじめ、小売業者、
関係団体などをまちづくりの主役と捉え、相互に連
携を図りながら課題に取り組んでまいります。

①各行政局の現状及び課題整理は。また、関係者と
の連携はどのように図られているのか。

答

問

（市長）

①複式学級の指導については、１単位時間の授業に
おいて、１人の教員が２つの学年の授業を行うこと
となるため、指導する時間が分散され、きめ細かい
指導をする時間が確保しづらいことや、固定化され
た人間関係になることなどの弊害が懸念されます。
②同一内容で指導できない教科では、２学年分の授
業の準備や指導時間の割り振りなど、綿密な計画を
立てる必要があることから、通常学級の教員に比べ
負担は多くなりますし、児童生徒にとりましても、
担任から直接指導を受ける時間が自ずと分散される
ため、通常学級と比べ自主学習の時間が増加する傾
向にあります。これら負担等の解消に向け、市の単
独事業により、教員経験者などを複式学級へ支援員
として配置できるよう必要経費をこの定例会に提案
いたしております。

①複式学級運営における弊害は。
②担任教師の負担・児童生徒の不利益は。またこれ
ら負担等の解消方法と実施時期は。

答

問

（教育長職務代理者）

橋
本　

紀
一　

議
員

照
山　

成
信　

議
員

各行政局管内の中心市街地活性化の取り組みに
ついて

小学校複式学級運営について

大越町のバイオマス発電について障害者権利条約と市の福祉施策について
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各常任委員会活動報告

９月定例会委員会審査
　総務文教常任委員会には、条例の一部改正２件の議案が付託され、原案のとおり可決すべきものと決定されまし
た。また、陳情審査も行われ、審査の結果、採択すべきものと決定されました。主な審査内容については、次のと
おりです。　

総務文教常任委員会 委員長　半谷　理孝

所管事務調査

９月定例会委員会審査
　市民福祉常任委員会には、条例の一部改正４件の議案が付託され、原案のとおり可決すべきものと決定されまし
た。主な審査内容については、次のとおりです。　

市民福祉常任委員会 委員長　遠藤　正德

　９月１２日に、介護保険事業における現状と課題
について、所管事務調査を実施しました。

所管事務調査

　「地方財政の充実・強化を求める意見書提出の陳情」については、子育て支援策の充実と保育人材の確保、高齢
化による医療・介護などの社会保障への対応などに加え、新たな政策課題として、大規模災害を想定した防災・減
災事業の実施など、地方自治体の役割が増大する一方で、地方公務員をはじめとした公的サービスを担う人材が限
られる中で、新たなニーズへの対応と、細やかな公的サービスの提供が困難な状況にあることを踏まえ、安定的な
行政運営と地方財政の確立、人的サービスとしての社会保障の充実などを実現するため、平成３０年度の地方財政
計画、地方交付税及び一般財源総額の確保などを図る意見書の提出を求める陳情です。
　審査の過程において、地方自治体が行政運営をしていく上で、地方交付税などの、一般財源総額の確保などを図
ることは、非常に重要なことで、本陳情の趣旨については、十分理解することができ、また、市では、地方交付税
等の財源確保は、必要不可欠である旨の意見が出され、審査の結果、全会一致で採択すべきものと決定されました。

陳情の審査結果

　９月１２日に入札制度の現
状及び市内スポーツ施設の現
状について、所管事務調査を
行い、陸上競技場の現地調査
を実施しました。

所管事務調査 （陸上競技場） 所管事務調査 （陸上競技場）

保育所条例の一部改正子どものための教育・保育給付の支給認定に関
する条例の一部改正

問
問

答
答

条例改正で「支給認定証」の交付が任意化されるが、
該当する方への説明はどのようにするのか。

特定保育事業とはどのような形態の保育を指すの
か。

（社会福祉課）
（社会福祉課） 　特定保育事業とは、週２～３日程度、午前または午

後のみ、必要に応じて保育サービスを提供する事業で
す。

　「支給認定証」の交付は、保護者の申請による任
意とされましたが、支給認定の内容については、従
来どおり本人及び利用施設等に通知が行われます。 問

答

保育時間は、共働きあるいは子どもの年齢などに
より違いはあるのか。

　保育時間は、保護者等が保育できない時間につい
て、サービスを提供するものであり、年齢による違い
などはありません。

（社会福祉課）

船引保育所
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各常任委員会活動報告

９月定例会委員会審査
　産業建設常任委員会では、条例の一部改正１件、財産の無償貸付１件の、議案 2 件が付託され、原案のとおり
可決すべきものと決定されました。また、3 件の陳情審査も行われ、すべて採択すべきものと決定されました。
　６月定例会で継続審査としていた請願の審査も行われ、不採択すべきものと決定されました。主な審査内容につ
いては、次のとおりです。

　「ため池除染に関する請願書」は、除染の基準値であ
る８，０００ベクレル以上の数値が観測された市内７か
所のため池除染の必要性について、市民の安全・安心を
取り戻す政策の一環として議会において検討を求めるも
のであり、６月定例会において継続審査として慎重に議
論を重ねてきました。
　審査の過程において、対象となるため池の最新の数値
が示され、いずれも基準値を下回っていることが確認で
き、また、基準値を超えているため池については、除染
を行う予定であるため、審査の結果、全会一致で不採択
すべきものと決定されました。

請願の審査結果

産業建設常任委員会 委員長　大橋　幹一

施設の利用時間を、午前・午後・夜間と細分化した
理由は。

　従来の利用時間が曖昧であったため、時間設定を細分
化し、利用時間を明確にするためです。

滝根コミュニティセンター条例の一部改正
問

答 （商工観光課）

　９月１２日に、はやま農場誘致の現状について及
び木質バイオマス発電事業の現状についての所管事
務調査を実施しました。

所管事務調査

９月定例会委員会審査
　予算常任委員会には、平成２９年度各会計補正予算議案１０件が付託され、原案のとおり可決すべきものと決定
されました。また、平成２９年度一般会計補正予算の追加議案１件についても、原案のとおり可決すべきものと決
定されました。主な審査内容については、次のとおりです。

予算常任委員会 委員長　白石　恒次

市内旧町村ごとにある廃止済み焼却施設の解体事業
計画は。

　解体計画の順序は、解体に対する評価順に従って、大
越、滝根、都路、常葉、船引としています。

一般会計補正予算
問

答（生活環境課）

陳情の審査結果
①「全国森林環境税の創設に関する意見書採択に関する
陳情」については、森林の公益的機能を継続して確保す
るため、森林対策等の強化を図る新たな税財源である「全
国森林環境税」の早期導入を求めるものであり、森林は
管理不足等で荒廃しているのが現状で、森林整備等の事
業展開の重要な財源であるなどの意見が出され、審査の
結果、起立採決を行い、賛成多数で採択すべきものと決
定されました。
②「大越町全域に説明を求める陳情書」は、田村市産業
団地内に稼働予定である木質バイオマス発電所の事業内
容等の説明会の実施を大越町全域に求めるものであり、
事業に対する不安が残る中での事業展開は、ますます地
域の混乱を招くこととなり、事業への理解を求めるため
には、大越町全域に対する説明会を開催する必要がある
などの意見が出され、審査の結果、起立採決を行い、賛
成多数で採択すべきものと決定されました。
③「環境影響評価の実施を求める陳情書」は、田村市産
業団地内に稼働予定の木質バイオマス発電所で燃料とし
て使用される木材チップに、除染が実施されていない県
中地域の森林の間伐材が使用されると言われていること
から、環境影響評価の実施を求めるものであり、事業者
が自主的に「生活環境影響調査」を実施する予定である
が、「環境影響評価」の実施を求める陳情を不採択とす
ることは望ましくないなどの意見が出され、審査の結
果、起立採決を行い、賛成多数で採択すべきものと決定
されました。

滝根コミュニティセンター

問

問

問
答

答

答
保育士のうち正規職員と非正規職員の人数は。

安価な天然水提供のためにペットボトルを改良する
考えは。

パークゴルフ場の詳細は。

（商工観光課）

（生涯学習課）

（社会福祉課）
　面積３万㎡、４コース３６ホールを計画しており、候
補地は、既存の施設の利活用を含め、適地について、経
済性・利便性を考慮し検討しています。 　正規職員が４５名に対し、非正規職員が５８名です。

　ペットボトル形状の汎用性を求めるため、四角形から
六角形にして経費を削減し、運送費等の見直しなどを検
討しているところです。

滝根町観光事業特別会計補正予算
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議会事務局からのお知らせ

☆議会中継をインターネットにより動画配信しています！！

☆市民の声を募集しています！！

☆市政だより、議会だよりをスマホ用アプリ『マチイロ』でご覧いただけます！！

田村市議会のホームページでは、議会に関する各種情報を公開しています。
定例会等の開催日程や会議録など最新の情報をご覧になることができます。

 　「たむら市政だより」、「たむら議会だより」をもっと多くの皆さんに読んでいただけ
るよう、スマートフォン用アプリ「マチイロ」を導入しました。この無料アプリをダウ
ンロードすると、いつでもどこでもスマートフォンなどで「市政だより」や「議会だより」
を読むことができます。
 　ダウンロード方法など詳しくは「マチイロ」のホームページをご覧ください！　

　議会や市政全般に対するご意見・ご要望など、原稿用紙１枚（３６０字程度）
と住所、氏名をご記入いただき、顔写真を同封（添付）して持参、郵送、メー
ルにより議会事務局までご寄稿ください。
　なお、ご寄稿していただきました原稿について、「市民の声掲載基準」に基
づき、掲載の可否を判断いたします。詳しくは、議会事務局までお問い合わせ
ください。

　田村市議会では、インターネットを活用し、本会議中継を動画配信（ライブ及び録画）しております。市のホー
ムページからアクセスしていただくと、代表質問や一般質問などの映像をご覧いただくことができます。
　なお、ライブ配信は議会開催中に、録画配信は議会閉会後 1 週間程度でご覧になることができます。詳しくは、
議会事務局までお問い合わせください。

☆アドレス☆ http://machiiro.town/
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　請願とは、憲法第１６条に規定された国民の権利として、公の機関に対して要望を述べる行為で、必
ず紹介議員を要しますが誰でも提出することができます。陳情とは、事実上の行為として議員の紹介な
しで提出するものです。 

○請願（陳情）書の書き方と提出方法

　請願書などは、議会事務局へ直接持参して
ください。なお、定例会開会の５日前（土日
祝日を除く）に開かれる議会運営委員会前日
午後５時までに受付したものは、当該定例会
で審議するかどうかを議会運営委員会で判断
しますが、それ以降に受付したものは、次の
定例会前の議会運営委員会で審議するかどう
か判断することになります。
　詳しくは、議会事務局へお問い合わせくだ
さい。
※意見書提出を求める場合は、意見書の案文
を添付願います。

請願（陳情）書
　　　　　　　　　　　　　平成　年　月　日
　田村市議会議長　○○○○　様
　　　  　請願者　住所　○○○○○○○○
　　　　（陳情者）  氏名　○○○○○  印
　　　　（連絡先）  電話番号　○○○○○○○○
　　　　紹介議員　○○○○（署名又は記名押印）
　　　　　　　　　※陳情の場合は不要

　　（件名）　○○○○について
      請願（陳情）要旨　○○○・・・・
　　請願（陳情）事項　○○○・・・・

請願・陳情のお知らせ

【記載例】
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船引高校２年生
坪井　亜祐美さん（常葉出身）

「ドローンとの出会い」

☆１２月定例会の開催予定☆
　１２月定例会は下記の日程で開催される予定です。議会は一般に公開され、どなたでも傍聴できます。
なお、正式には定例会初日に決定されるため、変更になることもあります。詳しくは議会事務局までお問
い合わせください。

１２月４日（月）初日（招集日）
　会期の決定、提案理由の説明等議事調査

１２月６日（水）代表質問
１２月７日（木）一般質問
１２月８日（金）一般質問

１２月１１日（月）一般質問

１２月１２日（火）総括質疑、議案等の常任委員会付託
各常任委員会審査

１２月１３日（水）予算常任委員会審査

１２月１５日（金）最終日
　各常任委員会審査結果報告、質疑、討論、採決

9/12

9/79/6

0 名

21 名21 名

９月定例会は、延べ８９人の方が傍聴されました。

昨年の９月定例会は、延べ１６人の方が傍聴されました。

☆田村市議会ホームページアドレス☆
 http://www.city.tamura.lg.jp/site/gikai/

議会だよりへのご意見・ご要望をお寄せください！！

前列左から土屋委員長、遠藤副委員長
後列左から吉田委員、石井委員、箭内委員、渡邉委員

〈委員長〉　　土屋　省一
〈副委員長〉　遠藤　雄一
〈委員〉　　　渡邉　照雄
　　　　　　吉田　文夫
　　　　　　石井　忠治
　　　　　　箭内　仁一

シリーズ 若者の声シリーズ 市民の声

　私は、田村市と慶應大学が連携した「ドローン特別講座」で、
操作技術を学んでいます。ドローンによる空撮は、普段、私
たちが見ることができない角度からの動画を撮影することが
でき、新鮮に感じられました。そのことにより、物事を一つ
の方向から見るのではなく、さまざまな角度から捉え、広い
視野に立っての思考が、大人として必要であることに気づか
されました。
　また、９月に陸上競技場で行われた「音楽フェス」をドロー
ンにより空撮しました。限られた時間の中で思ったとおりに
飛ばすことは大変でしたが、地域活性化の情報発信に貢献で
きたことは貴重な体験でした。
　これからは、宅配サービス、農林業、災害現場等での活用
など、ドローンによるまちづくりが進んでいくと思われます。

田村市船引町
管野　正明さん

「ごみ減量化で地球温暖化に一役」

　近年、ゲリラ豪雨などの異常気象や、温暖化で農作物、漁
業などへの影響が新聞、テレビ等で頻繁に報じられています。
当たり前のことですが、私たちもマイバックの使用や過剰包
装などを断るなど、誰でもできることからごみの減量を始め
てはいかがでしょうか。生ごみを家庭菜園などへ利用し、楽
しみながら減量化を始めることもお勧めです。
　ごみの減量方法に対して、生ごみを出す前に一日乾燥させ
るのを提案いたします。一度バナナの皮の重さ（４５g）を
測定して、一日乾燥させて測定したら、１５g に減少し、３
分の１になりました。

平成２９年９月定例会の傍聴者

9/22
16 名

9/4
1 名

9/8
8 名

この１年間で私を成
長させてくれたド
ローンとの出会いに
感謝するとともに、
この出会いを提供し
てくれた田村市の取
り組みに感謝いたし
ます。

9/11
22 名

ドローンによる空撮 （9/9 音楽フェス）

　市民一人ひとりが、ごみの減
量化に１日１００g ぐらいを目
標に挑戦してみてはいかがで
しょうか。それを実施すること
で、ごみの運搬車両や燃料の軽
減化が図られ、しいては二酸化
炭素の排出削減につながること
になります。市民皆さんの取り
組みが、地球温暖化防止につながっていくことになるので、
ごみの減量化に一役買ってみてはいかがでしょうか。

ごみ収集車

かんの　 まさあき 　つぼい　　　あゆみ


